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公募型プロポーザル実施要領

１ 件名  

川崎市立学校空調設備更新整備実施支援等業務委託

２ 業務目的

 本市では、平成２０年度から２１年度にかけて、小学校及び聾学校９０校をＰＦＩ手法で、中学校４１

校を直接施工で、普通教室への空調設備を一斉整備するなど、全ての普通教室へ空調設備の整備を行っ

た。併せて、「学校施設長期保全計画」に基づく改修を行い、空調設備が未設置の特別教室に対して空調

設備の設置を行ってきた。こうした中、ＰＦＩ事業は令和４年３月３１日に契約期間の満了を迎えたと

ともに、一斉整備した空調設備は設置から１０年以上が経過し、劣化の進行が懸念される。

 こうした状況下、空調設備の一斉更新整備に向けた事業検討を進める中、本市における民間活用（川崎

版ＰＰＰ）推進方針に基づく民間事業者から広く意見や提案等を求めることを目的としたサウンディン

グ調査を実施した結果、事業への民間事業者参入の可能性が高いことが確認できたとともに、民間活用

の簡易検討においては、定性評価・定量評価の双方において民間活力を活用した事業手法の優位性が認

められたところである。

 本業務支援委託は、以上を踏まえた効率的かつ効果的な空調設備の一斉更新整備事業の実施に向け、

事業手法、整備内容、スケジュールなどの事業スキーム構築を支援するものである。

３ 参加資格

 （１）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更正手続開始の申立がなされていない者又は
民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立がなされていない者

（２）川崎市の競争入札参加資格を有し、令和４年度の川崎市業務委託有資格業者名簿において、令和

４年度業務委託有資格事業者名簿の業種「調査・測定」に登録されている者

※ただし、参加意向申出書提出時に川崎市業務委託有資格業者名簿の登録申請に係る所定の書

類を提出し、同等の資格を有すると認められた場合は、落札後に登録することを前提として登録

申請している者と同等に扱う。

（３）過去１０年間に国又は地方公共団体において、学校空調設備又は学校施設整備に係る支援業務委

託等の履行が完了しており、かつ、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の導入可能性調査又はアドバイザリー業務

の履行が完了している者

（４）川崎市契約規則（昭和 39 年４月１日規則第 28 号）第２条の規定に基づく資格停止期間中で
ない者

（５）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でない者

（６）応募者又はその代表者が市民税、法人税、消費税及び地方消費税を滞納していない者

（７）川崎市暴力団排除条例（平成 24 年川崎市条例第５号）第７条に規定する暴力団員等、暴力団経
営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有することのない者

（８）神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 条）第 23 条第１項又は第２項の規



定に違反しない者

４ 委託期間

 契約締結日から令和５年３月２４日（金）まで（「６（２）アドバイザリー業務」を行わない場合は、

令和４年１２月２８日（水）まで）

 ※「６（１）事業手法検討業務」の結果に基づき、ＰＦＩ事業により実施する場合は速やかに「６（２）

アドバイザリー業務」に移行する。

 ※ただし、上記検討の結果、PFI 方式を導入しない場合は、アドバイザリー業務に着手しないことと
する。この場合、事業手法検討業務の結果をもって業務終了とし、契約内容の変更をした上で、事業

手法検討業務の費用について支払を行う。

５ 履行場所

 川崎市川崎区宮本町６番地 他

６ 業務内容

（１）事業手法検討業務（期間：令和４年１２月２８日（水）まで）

ア 既存空調設備の現状把握及び更新・整備の方向性の検討

   （ア）川崎市市立学校における空調設備の現状把握、整理

   （イ）既存空調設備における性能及び必須更新時期の検証

   （ウ）更新に向けた各種検討

     ａ キュービクルの受電容量の増強の必要性

     ｂ ガス配管工事の必要性

     ｃ 既存設備の再利用の可能性

   （エ）既存設備撤去・再整備に係る処分費及び工期の検証

   （オ）必要に応じた現地調査の実施

イ 更新・整備における事業方針の検討

   （ア）事業手法ごとのマスタースケジュールの作成

     ａ 事業実施期間の精査

   （イ）事業者へのサウンディング調査

     ａ サウンディング調査の実施

     ｂ 事業者との調整

     ｃ 調査結果作成

   （ウ）事業者の参画条件、金融条件等の確認

   （エ）更新・整備後の空調方式の比較検討

   （オ）事業費の精査

ａ 交付金動向の把握

     ｂ 手法別事業収支の確認（ＶＦＭ算定）

   （カ）事業手法の精査



   （キ）リスク分担の精査（ケースリストの作成）

   （ク）有識者ヒアリング

ウ まとめ

    （ア）課題及びスケジュールの整理

（イ）上記を踏まえた、発注に向けた事業計画案の策定

    （ウ）調査報告書作成

（２）アドバイザリー業務

  ア 実施方針及び要求水準書（案）の策定

   （ア）ＰＦＩ法第５条に基づく事業方針の作成

   （イ）要求水準書（案）の作成

   （ウ）実施方針に関する質問回答

  イ 特定事業の策定

（ア）ＶＦＭの精査

    （イ）ＰＦＩ法第７条に基づく特定事業選定に関する公表文書（案）の作成

   ウ 事業者の募集支援

（ア）予定価格の算出

（イ）要求水準書（案）への民間事業者からの質問、意見を踏まえた要求水準書の作成

（ウ）募集要領等の作成

（エ）様式集の作成

（オ）契約書（案）の作成

７ プロポーザル評価項目 

本プロポーザルでは提案書による選定を行い、業務の実施体制及び実施方針・手法のほか、課題に対

する理解力や解決策、実現性等について評価を行う。 

（１）配置予定技術者の業務実績について 

（２）川崎市立学校空調設備更新整備実施支援等業務委託の実施体制及び実施方針・手法について

ア 業務実施体制の妥当性 

イ 業務実施方針・手法及びスケジュールの妥当性 

（３）空調設備の更新整備等に向けた課題及び解決策について 

課題に対する解決策の提案とその実現性

 （４）見積金額について

８ 業務規模 

本業務の業務規模は、18,700,000 円（消費税及び地方消費税を含む）を上限とする。 


